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協
議
の
場
の
冒
頭
、
安
倍
総
理
は
「
第
二

次
地
方
分
権
改
革
に
つ
い
て
、
そ
の
残
さ

れ
た
課
題
で
あ
る
『
国
か
ら
地
方
へ
の
事

務
・
権
限
の
移
譲
等
』
を
、
私
の
内
閣
で

着
実
に
実
現
す
る
」
と
あ
い
さ
つ
し
た

国
と
地
方
の
協
議
の
場
が
総
理

官
邸
で
１２
月
１２
日
に
開
か
れ
、
本

会
を
代
表
し
て
佐
藤
祐
文
・
会
長

（
横
浜
市
議
会
議
長
）
が
出
席
し

意
見
を
述
べ
た
。
当
日
の
協
議
事

項
は
▽
経
済
対
策
▽
平
成
２６
年
度

予
算
編
成
及
び
地
方
財
政
対
策
▽

地
方
分
権
改
革
の
推
進
。

▼
４
面
に
発
言
要
旨
と
分
権
資
料

地
方
六
団
体
は
「
平
成
２６
年
度

予
算
・
地
方
財
政
対
策
等
」
「
地

方
分
権
改
革
の
推
進
」
で
各
資
料

を
提
出
し
た
。
予
算
・
地
財
対
策

関
連
で
は
、
地
財
計
画
の
歳
出
特

別
枠
、
地
方
交
付
税
の
別
枠
加

算
、
い
ず
れ
も
堅
持
す
る
こ
と
な

ど
を
求
め
て
い
る
。
政
府
内
に
は

経
済
再
生
と
あ
わ
せ
地
方
財
政
に

つ
い
て
「
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後

の
危
機
対
応
モ
ー
ド
か
ら
平
時
モ

ー
ド
へ
の
切
り
替
え
」
を
主
張
す

る
意
見
が
根
強
く
あ
る
。
２５
年
度

地
財
計
画
で
は
、
歳
出
特
別
枠
が

１
兆
５
０
０
０
億
円
、
別
枠
加
算

９
９
０
０
億
円
が
計
上
さ
れ
、
地

域
経
済
を
支
え
る
役
割
を
果
た
し

て
い
る
。
２６
年
度
の
地
方
税
収
は

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
の
水
準
ま

で
回
復
す
る
見
込
み
も
な
く
、
平

時
モ
ー
ド
へ
の
切
替
え
は
時
期
尚

早
と
い
え
る
。
ほ
か
地
方
分
権
改

革
関
連
で
は
、
地
方
分
権
改
革
有

識
者
会
議
が
ま
と
め
た
「
中
間
取

り
ま
と
め
」
の
説
明
が
あ
っ
た
。

本
会
は
「
第
６１
回
全
国
市
議
会

事
務
局
職
員
研
修
会
」
を
平
成
２６

年
１
月
３０
日
・
３１
日
の
２
日
間
に

わ
た
り
、
東
京
・
砂
防
会
館
で
開

催
い
た
し
ま
す
。

１
日
目
は
、
本
会
事
務
総
長
の

原
田
正
司
に
よ
る
開
会
あ
い
さ
つ

の
の
ち
、
総
務
省
自
治
行
政
局
行

政
課
長
の
時
澤
忠
氏
、
東
京
財
団

研
究
員
・
元
栗
山
町
議
会
事
務
局

長
の
中
尾
修
氏
が
講
演
し
ま
す
。

２
日
目
は
、
明
治
大
学
公
共
政
策

大
学
院
教
授
の
山
下
茂
氏
、
本
会

主
幹
の
植
田
義
隆
、
本
会
参
事
の

�
瀬
和
彦
が
講
演
し
ま
す
。

開
催
案
内
は
１１
月
２９
日
付
で
各

議
会
事
務
局
へ
送
付
し
て
お
り
ま

す
の
で
、
平
成
２６
年
１
月
１０
日
ま

で
に
出
欠
報
告
書
を
用
い
て
Ｆ
Ａ

Ｘ
で
ご
報
告
く
だ
さ
い
。
詳
細
は

本
会
Ｈ
Ｐ
を
ご
参
照
願
い
ま
す
。

平
成
２６
年
度
与
党
税
制
改
正
大

綱
が
１２
月
１２
日
に
決
定
し
た
。
車

体
課
税
の
見
直
し
や
地
方
法
人
課

税
の
偏
在
是
正
の
ほ
か
、
消
費
税

率
１０
％
時
点
で
軽
減
税
率
を
導
入

す
る
こ
と
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
。

車
体
課
税
の
う
ち
自
動
車
取
得

税
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
率
１０
％

時
点
で
の
廃
止
が
与
党
内
の
既
定

路
線
。
８
％
時
点
で
は
、
軽
を
除

い
た
自
家
用
車
を
現
行
の
５
％
か

ら
３
％
へ
、
営
業
用
車
を
３
％
か

ら
２
％
へ
、
そ
れ
ぞ
れ
率
を
引
き

下
げ
る
。
エ
コ
カ
ー
減
税
の
軽
減

率
も
拡
充
さ
れ
る
た
め
当
面
は
減

税
先
行
と
な
る
が
、
「
軽
自
動
車

税
」「
自
動
車
税
の
グ
リ
ー
ン
化
特

例
」
の
見
直
し
な
ど
で
、
地
方
が

求
め
て
き
た
代
替
財
源
の
確
保
が

実
現
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

新
た
な
軽
自
動
車
税
の
適
用
対

象
は
２７
年
度
以
降
の
新
規
取
得
車

と
し
た
。
自
家
用
乗
用
車
で
１
・

５
倍
へ
、
営
業
用
乗
用
車
や
自
家

用
貨
物
車
、
営
業
用
貨
物
車
な
ど

で
約
１
・
２５
倍
へ
、
そ
れ
ぞ
れ
税

額
を
引
き
上
げ
る
。
税
額
は
自
家

用
乗
用
車
の
場
合
、
７
２
０
０
円

か
ら
１
万
８
０
０
円
と
な
る
。

地
方
法
人
課
税
で
は
、
地
方
法

人
特
別
税
・
譲
与
税
の
規
模
を
縮

小
す
る
と
と
も
に
法
人
住
民
税
法

人
税
割
の
税
率
を
引
き
下
げ
、
引

き
下
げ
相
当
分
を
国
税
の
「
地
方

法
人
税
（
仮
称
）
」
と
す
る
。
創
設

し
た
新
税
は
交
付
税
特
会
へ
繰
り

入
れ
る
。
新
税
創
設
で
都
市
部
へ

の
税
源
偏
在
を
是
正
す
る
。
ゴ
ル

フ
場
利
用
税
の
廃
止
は
見
送
ら
れ

た
。
固
定
資
産
税
の
償
却
資
産
課

税
、
地
球
温
暖
化
対
策
、
い
ず
れ

も
「
検
討
事
項
」
と
さ
れ
、
２６
年
度

は
現
行
制
度
堅
持
が
実
現
し
た
。

お
知
ら
せ

本
紙
１
月
５
日
付
第
１

８
９
１
号
は
、
第
１
８
９

２
号
と
併
せ
、
１
月
１５
日

付
第
１
８
９
１
・
９
２
号

と
し
て
発
行
し
ま
す
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）
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第６１回

事事
務務
局局
職職
員員

研研
修修
会会
開開
催催
本 会

歳歳
出出
特特
別別
枠枠
・・
別別
枠枠
加加
算算
をを
堅堅
持持
すす
べべ
きき

国
と
地
方
の
協
議
の
場
で
政
府
に
主
張

与
党
税
制
改
正
大
綱
が
決
定

車
体
課
税
は
代
替
財
源
を
確
保

（１） 平成２５年１２月２５日 第１８９０号
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こ
の
ほ
ど
、
本
紙
で
は
平
成
２５

年
９
月
定
例
会
に
お
け
る
「
意
見

書
・
決
議
の
議
決
状
況
」
を
ま
と

め
た
。
調
査
結
果
に
つ
い
て
は
取

り
ま
と
め
た
表
を
「
上
」「
下
」
に

分
割
し
、
２
面
か
ら
３
面
に
か
け

掲
載
す
る
。
表
を
見
る
と
全
１
３

９
６
件
の
う
ち
【
税
・
財
政
】
の

分
野
で
過
半
数
近
い
６
６
７
件
の

意
見
書
が
採
択
さ
れ
て
お
り
、
同

分
野
で
各
市
か
ら
突
出
し
て
多
く

の
意
見
書
が
提
出
さ
れ
て
い
る
こ

と
が
分
か
っ
た
。
本
紙
の
２
面
と

３
面
で
は
【
税
・
財
政
】
の
分
野

で
特
に
採
択
件
数
が
多
か
っ
た
▽

地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
▽
森
林

吸
収
源
対
策
及
び
地
球
温
暖
化
対

策
に
関
す
る
地
方
の
財
源
確
保
―

の
２
つ
の
意
見
書
に
つ
い
て
、
そ

れ
ぞ
れ
の
概
要
を
掲
載
す
る
。

「
上
」「
下
」
２
つ
の
表
を
通
じ
、

「
地
方
税
財
政
の
充
実
確
保
」
に

つ
い
て
の
意
見
書
が
採
択
数
４
１

６
件
で
最
多
と
な
っ
た
。
地
方
財

政
の
厳
し
い
実
情
を
踏
ま
え
、
意

見
書
で
は
「
地
方
交
付
税
に
よ
る

一
般
財
源
総
額
の
確
保
」
「
地
方

税
源
の
充
実
確
保
等
」
の
２
項
目

を
実
現
す
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

地
方
交
付
税
で
は
、
平
成
２１
年

度
か
ら
導
入
さ
れ
て
い
る
「
歳
出

特
別
枠
」
の
維
持
な
ど
を
求
め
て

い
る
。
歳
出
特
別
枠
は
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
後
の
著
し
い
景
気
後
退

を
受
け
て
導
入
さ
れ
た
。
政
策
的

な
需
要
に
基
づ
か
な
い
上
乗
せ
額

と
し
て
２５
年
度
は
１
・
５
兆
円
が

計
上
さ
れ
て
い
る
。
歳
出
特
別
枠

は
１２
月
１２
日
開
催
の
国
と
地
方
の

協
議
の
場
で
も
メ
イ
ン
テ
ー
マ
の

１
つ
に
上
が
り
、
佐
藤
祐
文
・
本

会
会
長
（
横
浜
市
議
会
議
長
）
は

じ
め
地
方
六
団
体
の
代
表
者
ら
が

堅
持
す
る
よ
う
主
張
。
地
方
税
収

が
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
前
の
水
準

に
回
復
し
て
い
な
い
現
状
で
は
、

地
方
財
政
計
画
の
歳
出
特
別
枠
の

堅
持
が
必
須
と
訴
え
た
。

１２
月
１２
日
に
閣
議
決
定
し
た
政

府
の
「
平
成
２６
年
度
予
算
編
成
の

基
本
方
針
」
で
は
「
地
方
財
政
に

つ
い
て
は
、
経
済
再
生
に
合
わ

せ
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の
危

機
対
応
モ
ー
ド
か
ら
平
時
モ
ー
ド

へ
の
切
替
え
を
進
め
て
い
く
必
要

が
あ
る
」
と
し
、
「
歳
出
特
別
枠

や
地
方
交
付
税
の
別
枠
加
算
を
見

直
す
な
ど
歳
入
面
・
歳
出
面
に
お

け
る
改
革
を
進
め
て
い
く
」
と
さ

れ
た
。
地
方
税
収
は
リ
ー
マ
ン
シ

ョ
ッ
ク
前
の
水
準
ま
で
回
復
し
て

い
な
い
だ
け
に
、
平
時
モ
ー
ド
は

受
け
入
れ
難
い
状
況
だ
。
ま
た
、
意

見
書
は
地
方
税
源
の
充
実
確
保
等

で
▽
自
動
車
重
量
税
・
取
得
税
▽

固
定
資
産
税
▽
ゴ
ル
フ
場
利
用
税

―
な
ど
に
触
れ
る
。
自
動
車
重
量

税
・
取
得
税
は
代
替
財
源
を
示
さ

な
い
限
り
、
市
町
村
へ
の
財
源
配

分
の
仕
組
み
を
含
め
現
行
制
度
を

堅
持
す
る
こ
と
、
固
定
資
産
税
、

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
は
現
行
制
度
を

堅
持
な
ど
が
意
見
書
の
内
容
。

こ
れ
ら
来
年
度
の
地
方
税
の
取

扱
い
は
、
１２
月
１２
日
に
与
党
が
決

定
し
た
２６
年
度
税
制
改
正
大
綱
で

姿
が
示
さ
れ
た
。
自
動
車
取
得
税

は
消
費
税
率
８
％
へ
の
引
き
上
げ

時
に
税
率
を
引
き
下
げ
、
消
費
税

【
３
面
へ
続
く
】

９月定例会意見書・決議の議決状況（上）（２５．８．１～１０．３１）

決 議
【税・財政】 【 ６６７】 【 １】
○地方税財源の充実確保 ４１６ ―
○森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関す １４８ ―
る地方の財源確保
○新聞等への消費税軽減税率適用 ５４ ―
○消費税増税の慎重な判断を求める １２ ―
○合併算定替終了後の市の普通地方交付税確 ９ ―
保
○寡婦控除を非婚の母子家庭まで拡大するこ ７ ―
とを求める
○免税軽油制度の継続 ７ ―
○固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継 ６ ―
続
○その他 ８ １

【地方行政・議会・選挙】 【 ３】 【 １０】
○その他 ３ １０

【医療・保健衛生】 【 ４９】 【 １】
○副反応が多発する子宮頸がんワクチンの精 ５ ―
査・検証等を求める
○被災者の医療費窓口負担の免除継続 ５ ―
○国民健康保険への国の財源負担の強化 ４ ―
○Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎患者の救済 ４ ―
○重度障害者（児）医療費助成制度における ４ ―
精神障がい者の適用改善
○風疹ワクチン予防接種の国の財政措置等を ３ ―
求める
○その他 ２４ １

【教育・文化】 【 １８１】 【 ２】
○義務教育費国庫負担制度堅持・負担率２分
の１への復元、「３０人以下学級」の実現をめ ９１ ―
ざす教職員定数改善、就学保障充実など
２０１４年度国家予算編成における教育予算確
保・拡充
○学費と教育条件の公私間格差是正にむけ、 ５４ ―
私立高等学校への私学助成の増額・拡充
○防災対策の見直しをはじめとした総合的な ８ ―
学校安全対策の充実
○保護者負担の軽減と就学・修学支援に関わ ８ ―
る制度の拡充
○その他 ２０ ２

【農林・水産】 【 ５０】 【 ―】
○鳥獣・海獣被害防止対策の充実 ３０ ―
○環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの即時撤退 １９ ―
・情報内容の開示など
○その他 １ ―

【公害・環境保全】 【 ４７】 【 １】
○福島第一原発の汚染水に関する対策強化 ２３ １
○容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制 ８ ―
と再使用を促進するための法律の制定
○建設業従事者のアスベスト問題の早期救済 ４ ―
・解決
○その他 １２ ―

【合 計】 【 ９９７】 【 １５】
【総合計】 【 １３９６】 【 ３３】

意見書件 名

議会 ９９
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況

「
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
」が
意
見
書
数
最
多

第１８９０号 平成２５年１２月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ
時
に
廃
止

す
る
。
２６
年
度
か
ら
の
税
率
は
自

家
用
車
で
２
％
、
営
業
用
車
で
１

％
を
引
き
下
げ
る
。
軽
自
動
車
税

は
２７
年
度
以
降
の
新
規
取
得
分
の

税
率
を
▽
自
家
用
車
�
１
・
５
倍

▽
そ
の
他
の
区
分
�
約
１
・
２５
倍

―
へ
、
そ
れ
ぞ
れ
引
き
上
げ
る
。

固
定
資
産
税
で
は
償
却
資
産
課

税
の
取
扱
い
が
焦
点
だ
っ
た
が
、

税
制
改
正
大
綱
で
「
引
き
続
き
検

討
」
と
さ
れ
た
。
ゴ
ル
フ
場
利
用
税

は
廃
止
が
見
送
ら
れ
た
。

【
２
面
か
ら
続
く
】

「
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
」

の
意
見
書
に
次
ぎ
、
採
択
数
が
多

か
っ
た
意
見
書
は
「
森
林
吸
収
源

対
策
及
び
地
球
温
暖
化
対
策
に
関

す
る
地
方
の
財
源
確
保
」
。
採
択

数
１
４
８
件
で
続
い
た
。
同
意
見

書
は
、
「
地
方
税
財
源
の
充
実
確

保
」
の
う
ち
、
地
球
温
暖
化
対
策

関
連
に
焦
点
を
当
て
た
も
の
。
Ｃ

Ｏ
２

吸
収
源
と
し
て
重
要
な
機
能

を
果
た
す
森
林
の
整
備
・
保
全
な

ど
、
市
町
村
が
推
進
す
る
施
策
の

役
割
を
意
見
書
で
は
考
慮
す
る
よ

う
促
し
て
い
る
。
あ
わ
せ
て
意
見

書
で
は
、
新
た
な
地
方
財
源
の
創

設
を
促
す
。
原
資
を
石
油
石
炭
税

の
税
率
特
例
に
よ
る
税
収
の
一
定

割
合
と
し
、
森
林
面
積
に
応
じ
地

方
へ
譲
与
す
る
よ
う
求
め
る
。

国
税
の
石
油
石
炭
税
は
税
率
特

例
が
平
成
２４
年
１０
月
か
ら
、
Ｃ
Ｏ

２

排
出
抑
制
策
の
一
環
と
し
て
既

に
導
入
さ
れ
て
い
る
。
石
油
な
ど

の
全
化
石
燃
料
に
課
税
す
る
従
来

の
仕
組
み
を
活
用
し
、
Ｃ
Ｏ
２

排

出
量
に
応
じ
て
税
率
が
上
乗
せ
さ

れ
て
い
る
。
税
率
は
段
階
的
に
引

き
上
げ
ら
れ
て
お
り
、
２８
年
度
に

は
上
乗
せ
分
の
税
収
が
２
６
２
３

億
円
に
も
上
る
見
込
み
�
表
�
。

現
段
階
で
は
地
方
へ
譲
与
す
る

仕
組
み
が
構
築
さ
れ
て
お
ら
ず
、

本
年
１
月
に
決
定
さ
れ
た
２５
年
度

与
党
税
制
改
正
大
綱
で
も
「
早
急

に
総
合
的
な
検
討
を
行
う
」
と
す

る
方
針
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。
１２

月
１２
日
に
決
定
さ
れ
た
２６
年
度
の

与
党
税
制
改
正
大
綱
で
も
「
森
林

吸
収
源
対
策
及
び
地
方
の
地
球
温

暖
化
対
策
に
関
す
る
財
源
の
確
保

に
つ
い
て
新
た
な
仕
組
み
に
つ
い

て
専
門
の
検
討
チ
ー
ム
を
設
置
し

総
合
的
な
検
討
を
行
う
」
と
す
る

表
現
に
と
ど
ま
り
、
具
体
的
な
仕

組
み
作
り
は
今
後
へ
持
ち
越
さ
れ

た
。
地
方
の
意
見
を
踏
ま
え
、
早

期
実
現
が
求
め
ら
れ
る
。

９月定例会意見書・決議の議決状況（下）（２５．８．１～１０．３１）

決 議
【建設・運輸・郵政・国土保全】 【 ６２】 【 ２】

○ホテル・旅館等建築物の耐震化の促進 ２８ ―

○ＪＲ北海道の重大事故・トラブルの徹底し ８ １

た原因究明と安全運行を求める

○札幌航空交通管制部の存続 ５ ―

○建築物の耐震化の促進 ５ ―

○その他 １６ １

【警察・防災・消防】 【 ６７】 【 １】

○大規模地震等災害対策の促進 ４６ ―

○平成２５年台風１８号における災害対策 ５ ―

○国土強靭化基本法案の早期成立 ３ ―

○その他 １３ １

【労働・商工】 【 １２６】 【 １】

○若い世代が安心して就労できる環境等の整 ８５ ―

備

○過労死防止基本法の制定 ２１ ―

○ブラック企業への厳正な対処 ７ ―

○その他 １３ １

【外交・防衛・国際関係】 【 ２９】 【 ７】

○米軍ヘリＨＨ－６０墜落事故及びオスプレイ １３ ５

配備に反対

○日本政府に核兵器全面禁止の決断と行動を ８ ―

求める

○その他 ８ ２

【社会・くらし】 【 １０７】 【 ５】

○原発事故子ども・被災者支援法に基づく具 ２３ ―

体的施策の早期実施

○独立行政法人都市再生機構の平成２６年４月 １５ ―

からの継続家賃の引き上げ中止及び高家賃

引き下げを求める

○「山の日」制定を求める １１ ―

○要支援者に対する介護保険制度の適用を外 １０ ―

さずサービスの継続を求める

○東京電力福島第一原子力発電所事故による ５ ―

損害賠償請求権の時効期間を延長する特別

措置法の制定

○手話言語法の制定 ４ ―

○その他 ３９ ５

【その他】 【 ８】 【 ２】

【合 計】 【 ３９９】 【 １８】

【総合計】 【 １３９６】 【 ３３】

意見書件 名

２８年度
７６０円

２，０４０円

２８年度
７８０円

１，０８０円

２８年度
６７０円

７００円

表� 税率（段階的引上げ）
石炭

[１t当たり]

２２０円

４４０円

６７０円

ガス状炭化水素
[１t当たり]

２６０円

５２０円

７８０円

原油・石油製品
[１�当たり]

２５０円

５００円

７６０円

２４年度
（１０月１日～）

２６年度

２８年度

税収
税収

[上乗せ分]

３９１億円

１，９７４億円

２，６２３億円

※２６年度は総務
省試算数値

石炭
[１t 当たり]

森
林
吸
収
源
・
温
暖
化
対
策
で
地
方
の
財
源
を

ガス状炭化水素
[１t 当たり]

原油・石油製品
[１�当たり]

�
上
乗
せ
分

�
本
則
分

（３） 平成２５年１２月２５日 第１８９０号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１
面
の
関
連

佐
藤
本
会
会
長
の
発
言
要
旨

平
成
２５
年
１２
月
１２
日

国
と
地
方
の
協
議
の
場

経
済
対
策

○
先
般
（
１２
月
５
日
）
、
閣
議
決

定
さ
れ
た
「
好
循
環
実
現
の
た
め

の
経
済
対
策
」
に
、
本
会
が
強
く

要
望
し
て
い
る
「
東
日
本
大
震
災

の
被
災
地
の
復
旧
・
復
興
」
を
含

む
地
域
経
済
活
性
化
に
向
け
た
諸

施
策
が
盛
り
込
ま
れ
感
謝
す
る
。

来
年
４
月
か
ら
の
消
費
税
率
引

き
上
げ
を
控
え
た
今
回
の
経
済
対

策
は
、
と
り
わ
け
重
要
な
意
味
を

持
つ
と
考
え
て
い
る
の
で
、
地
方

と
し
て
も
対
策
の
効
果
が
発
揮
さ

れ
る
よ
う
最
大
限
努
力
し
た
い
。

平
成
２６
年
度
予
算
編
成
及
び
地
方

財
政
対
策

○
日
本
経
済
は
、
全
体
と
し
て
回

復
基
調
に
あ
る
も
の
の
、
多
く
の

地
域
で
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
経

済
状
況
が
続
い
て
お
り
、
地
域
経

済
活
性
化
に
向
け
た
措
置
が
不
可

欠
な
状
況
。
来
年
度
も
「
地
方
財

政
計
画
の
歳
出
特
別
枠
」
「
地
方

交
付
税
の
別
枠
加
算
」
を
堅
持
さ

れ
た
い
。

○
地
方
単
独
事
業
を
含
め
た
社
会

保
障
な
ど
の
財
政
需
要
を
地
方
財

政
計
画
へ
的
確
に
反
映
さ
せ
、
地

方
交
付
税
を
は
じ
め
と
す
る
一
般

財
源
総
額
を
確
保
さ
れ
た
い
。

地
方
分
権
改
革
の
推
進

○
我
々
、
市
議
会
の
立
場
か
ら
申

し
上
げ
る
と
、
地
方
分
権
改
革
の

進
展
に
伴
い
、
基
礎
自
治
体
に
よ

る
自
己
決
定
権
が
ま
す
ま
す
拡
大

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
二
元
代
表

制
の
下
に
、
執
行
機
関
に
対
す
る

監
視
機
能
や
政
策
決
定
、
政
策
提

言
な
ど
を
通
じ
、
地
方
自
治
の
本

旨
の
実
現
を
目
指
す
。

○
地
方
議
会
が
住
民
の
負
託
に
応

え
、
そ
の
機
能
を
十
分
に
発
揮
し

て
い
く
た
め
、
議
会
の
自
主
性
・

自
立
性
を
よ
り
高
め
、
各
議
会
が

地
域
の
実
情
に
応
じ
、
自
ら
の
判

断
に
よ
り
権
能
を
行
使
で
き
る
よ

う
、
地
方
自
治
法
を
は
じ
め
と
す

る
諸
規
定
の
更
な
る
見
直
し
が
必

要
だ
と
思
わ
れ
る
。

堀
良
二
氏
（
桑
名
市
議
会
議
長
）

１２
月
１５
日
に
逝
去
、
７０
歳
。
葬

儀
は
１２
月
１７
日
、
桑
名
市
内
で
執

り
行
わ
れ
た
。
喪
主
は
妻
の
友
子

さ
ん
。

※１面掲載「協議の場」の関係資料
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